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Ｓ-０１

特　　記　　事　　項 章 節 項　　目 特　　記　　事　　項

２　　工法

３　　試験

　　・アースドリル工法　　　　　　　　・リバース工法

　　・オールケーシング工法　　　　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

超音波測定器による孔壁測定　　　　　　・　行う　　　　　　　　・行わない

ａ．砂利地業の材料　　　　　※再生クラッシャラン　　　　・切込み砂利及び切込み砕石

２　　砂利及び砂地業

ｂ．厚さ　　　　　　　　　　※５０ｍｍ　　　　　・その他（　　　　　　　　　　）

土間スラブ下及び土間コンクリート下は地業の上にポリエチレンシート厚０．１５を敷く

ａ．コンクリート　　　　　　　　　※普通コンクリート

ｂ．コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める。（補正などは行わない）

・深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲、仕様及び計測、試験は設計図による

ｂ．六価クロム溶出試験　　　　　　※行う　　　　　　　・行わない

本節による、直接基礎、置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層、長期許容支持力は下記による

ａ．異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下、丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ)

・ＳＤ２９５Ａ

・ＳＤ３４５

・ＳＤ３９０

・ＳＤ４９０

・ＳＤ２９５Ａ

・ＳＤ２９５Ｂ

設計図による Ｄ１０～Ｄ１６

ｃ．閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく

使用箇所 呼び径・寸法・形状

　配管埋設用コンクリート

　スラブ内埋設管の集密部分

　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

ａ．鉄筋の組立は、鉄筋継手部分及び交差部の要所を径０．８ｍｍ以上の鉄線で結束し、適切な位置に

ｃ．直接、捨てコンクリートの上に設置する仮設金物の下には止水処置を施す。

　　なお、スペーサーは、転倒及び作業荷重などに耐えられるものとする。材質は原則として鋼製とし、

　　型枠に接する部分に防錆処理を行ったものとする。

　　１）コンクリート打込み後のさし筋は行わない。

　　２）鉄筋の台直しは原則として行わない。やむを得ず台直しを行う場合は、鉄筋まわりのコンクリートを

　　　　はつり取り、勾配が１/６以下の出来るだけ長い距離で修正する。

　※重ね継手 （　　　　  　      　　　）

 ・溶接継手　（　　　　　　　　　　　　） ・機械式継手   （　　　　　　　　　）

　※重ね継手 （　　　　  　      　　　）

 ・溶接継手　（　　　　　　　　　　　　） ・機械式継手   （　　　　　　　　　）

 ・溶接継手　（　　　　　　　　　　　　）

　※重ね継手 （　　　　  　      　　　）

 ・溶接継手　（　　　　　　　　　　　　） ・機械式継手   （　　　　　　　　　）

・機械式継手   （　　　　　　　　　）

・ガス圧接 　　（　　　　　　　　　）

 ※ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

継手工法と適用径の範囲

　　特殊な機械式継手の使用については、設計図にない場合は監理者に相談の上、設計者の了解を得ること。

　　告示１４６３号に示す（※ＳＡ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（4.5.4）

（4.5.4）

（4.6.2）

（4.6.3）

（4.6.4）

（4.6.5）

（6.14.1～3）

ｂ．鉄筋のかぶり厚さの設計用かぶり厚さに対する許容差は、床スラブ・屋根スラブにあっては

ｃ．設計図にて寸法指定個所を除き、設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

ｅ．耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

　　+５ｍｍ 、-０ｍｍ 、その他の部位にあっては±１０ｍｍとする。

　　※設計かぶり厚さに１０ｍｍ加える

施工個所 設計用かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

１　　技能資格者 ａ．技能資格者の資格：ＪＩＳ　Ｚ　３８８１による（※２種以上　・　　　　　）の有資格者

ｂ．技能資格者の技量検定試験

　　※行わない　　　　　　・行なう

２　圧接完了後の試験 ａ．ガス圧接については、圧接作業終了後の外観試験及び抜取試験を行う。検査及び試験の要領

は（社）日本鉄筋継手協会「鉄筋のガス圧接工事標準仕様書」による。

ｂ．抜取試験の方法

ｃ．継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は、前ｂ号に準ずる抜取試験を行う。

ｄ．超音波探傷試験の試験技術者は（社）日本鉄筋継手協会による超音波探傷検査技術者

　　※　超音波探傷試験

　　１）引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　２）超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし、技量及び経

　　　　験の証明となる資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同

　　　　様とする。試験方法・判定基準は、ＪＩＳ Ｚ ３０６２によるものとし、試験の要領は（社）

　　　　（社）日本鉄筋継手協会「鉄筋のガス圧接工事標準仕様書」による。

　　（※Ａ　　　　　・　　　　　）種とする。

　　圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

ロット当たりの抜取本数

及び抜取り率
試験方法 ロット区分及び試料数 判定基準

引張試験では試料のすべて

が、「最大引張強さが母材

規格強度以上」を満足する

こと。超音波探傷試験では

ＪＩＳ Ｚ ３０６３に示す

判定基準にてすべての個所

が合格すること。不合格の

場合は、５．４．１０によ

る。

超音波探傷試験

施工した圧接個所かつ

２００ヵ所程度以下を

同一作業班が一日に

１ロットとする

引張試験
（※３本　　・　　　　　　　）

（※３０本　・　　　　　　　）

　引張試験抜取本数

　超音波探傷試験の抜取率

１　機械吊り上げ用フック

２　帯筋の組立て

３　梁貫通孔の補強

４　鉄筋の防錆処理

１　　コンクリートの

２　　 レディーミクスト

３　　コンクリートの

４　　気乾単位容積質量

５　　ワーカビリティ

６　　材料及び調合の条件

７　　調合管理強度

　　　　コンクリートの種別

　　　　　　　　　　種　類

　　　　　　　　　　強　度

　　　　　　　及びスランプ

８　　特殊な要求性能

１　　セメント ａ．セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※　普通ポルトランドセメント

　　・　高炉セメントＢ種

２　　骨　材 　細骨材及び混合細骨材

　・フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※Ａ　　・Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※Ａ　　・Ｂ

Ｇ

Ｇ

　・Ａ種（　　　）箇所　　・Ｂ種（　　　）箇所　　・Ｃ種（　　　）箇所

　※Ｈ形　　　・　（スパイラル）ＳＰ形　　　・　溶接鎖閉形

　※Ｈ形　　　・　ＨＭ形　　　・　Ｍ形　　　・　既製品

　配筋標準図参照

Ｇ

（6.3.2）

（6.3.3）

（6.3.3）

（6.3.3）

ｆ．特殊な鉄筋継手のあき    ※設計図による。

備　考

備　考

ＪＩＳ規格品

ＪＩＳ規格品

　合成スラブコンクリート

１　　材料

設計図による ＪＩＳ規格品

設計図による

ａ．コンクリートの種類

コンクリート

種　別

設計基準強度Ｆｃ 所要スランプ 単位水量の上限値

（ Ｎ / ｍｍ  ） （ｃｍ） （ ｋｇ / ｍ　）３
使用箇所番　号

１ 普通コンクリート

２

３

(6.1.3) (6.1.4) （6.2.3）

ｂ．レディーミクストコンクリートの種別

ｃ．普通コンクリートの気乾単位容積質量

ｄ．調合管理強度は、設計基準強度Ｆｃに、下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上、かつ、品質に

　　※　Ⅰ　　　類　　　　　　・　　Ⅱ　　　　類

　　※　２．３ ｔ / ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ / ｍ

　　関する規定を満たすものとする。

　　平均気温に応じて定める。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により、セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想

表．構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

ｅ．特殊な要求性能におけるコンクリート

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

セメントの種類 コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）

普通ポルトランドセメント

混合セメントA種

早強ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

低熱ポルトランドセメント

高炉セメントB種

フライアッシュセメントB種

構造体強度補正値（S）

（6.1.5）

（6.2.2）

普通コンクリート

４

５

６

７

普通コンクリート

普通コンクリート

普通コンクリート

普通コンクリート

普通コンクリート

11≦θ

14≦θ

13≦θ

 8≦θ

 5≦θ

 9≦θ

３

0≦θ＜11

0≦θ＜14

0≦θ＜13

0≦θ＜ 8

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 9

６

２

・支持地盤は（　  　）とする。・地盤改良基礎の長期設計支持力度は設計図による。

　φ６-１５０ｘ１５０

（φ６－１００×１００）

・浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲、仕様及び計測、試験は設計図による（　　　　　　　　　　　　）

ｃ．杭頭処理　　　　　特記による

２　　工　法 　　・　打込み杭工法

１　　材料 ａ．杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※設計図による

ｂ．鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

ｃ．コンクリート　　　　　　　　　※高炉セメントＢ種　　　・その他（　　　　　　　）

ｄ．コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

ｅ．鋼管の使用　　　　　　　　　　※　なし　　　　　　　　・あり

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　ｋＮ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・　Ａ種　　　　　　　　・Ｂ種

３　　捨コンクリート地業 ａ．設計基準強度　　　　　　※１８Ｎ/ｍｍ

５　　置換コンクリート地業

※設計基準強度　１８ｋＮ/ｍｍ

７　　支持層、長期許容支持力

ｂ．鉄筋の種類

（大臣認定品または性能評価取得品）

（大臣認定品または性能評価取得品）

　　溶接閉鎖型せん断補強筋

　　高強度せん断補強筋

（鉄筋コンクリート用棒鋼）

　　異形鉄筋

規格名称

　　性能評価の条件を満足するものとする。

ａ．溶接金網、鉄筋格子の寸法、径

種　　類 記　号

 ＳＤ２９５Ａ

　・溶接金網

　・鉄筋格子

 ＷＦＰ

ｂ．組立に関する注意事項

　　スペーサー・吊金物を使用して行う。

ａ．継手の工法

部位など

柱主筋

梁主筋

スラブ、壁筋

杭主筋

ｂ．特殊な鉄筋継手

　・機械式継手　　　　・溶接継手

（4.4.6）

（4.4.3～4）

（4.5.3）

（4.5.3）

（4.5.3）

（4.5.5）

１　　鉄筋のかぶり厚さ

　　　　　　　及び間隔

ａ．最小かぶり厚さは目地底から算定する

ｄ．軽量コンクリートのかぶり厚さ

２

２

２

特記仕様書の適用

１．共通仕様

ｄ．　 　印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。

ｃ．（表　　　）（図　　　）の番号は「標仕」の当該表または図の番号を表す。

 　　　　印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

特記事項は、　 印の付いたものを適用する。

ａ．項目は、番号に　　印の付いたものを適用する。

２．特記仕様

（以下、「標仕」という。）による。

章 節 項　　目

章 特　　記　　事　　項

２　　セメントミルク工法 ａ．アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

ｂ．根固め液の使用　　　　　　　　・あり　　　　　　　・なし

ｃ．杭周固定液の使用　　　　　　　・あり　　　　　　　・なし

　　　　　　　　※杭先端深さ　支持層より　　　　１．０ｍ以上

　　　　　　　　※杭の高止まり　　　　　　　　　０．５ｍ以下

３　　特定埋込杭工法 ａ・施工法

４　　杭頭補強筋 既製品コンクリート杭の杭頭に用いる杭頭補強筋は設計図による

１　　材料 ａ．杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※設計図による

ｂ．杭の継手　　　　　建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

　　　　　　　　　　　を使用してもよい。

６　　地盤改良地業

１　　鉄　筋

２　　溶接金網

３　　組　立

４　　継手及び付着

（4.4.5）

（4.4.2）

ａ．試験杭の位置及び本数　　　　　※最初の１本　　　　　・設計図による（各期毎実施）

ｃ．試験杭の結果により、杭長を調整する場合がある。

　　断面が変化する杭においては上部断面部の杭長を大きくすること。

ａ．杭の鉛直載荷試験　　　　　　　　※行わない　　　　　　　　・行う　（次による）

ｂ．杭の水平載荷試験　　　　　　　　※行わない　　　　　　　　・行う　（次による）

　　２）試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

　　２）試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

　　１）杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

　　１）杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

ａ．平板載荷試験　　　　　　　　　　※行わない　　　　　　　　・行う　（次による）

　　１）個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（ＳＧＬ-　　　　　　ｍ）

　　３）試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

　　２）対象地盤（　　　　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　　ｋＮ）

ａ．杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※設計図による

ｄ．杭頭処理　　　　　　　※切断しない

ｅ ． ネガティブフリクション対策　　　　※不要　　・要（設計図による。）

ｂ．先端部形状　　※開放型　　　　・閉塞平たん形

ｃ．杭の継手　　　建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

　　　　　　　　　　　を使用してもよい。

（4.3.2）

（4.3.6）

（4.3.7）

（4.3.2）

　　工法　　・プレボーリング拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　・使用する　    ・使用しない

　　　　　　・中掘り拡大根固め工法

ｂ．各章の章、節、項の番号は、標仕の当該番号に対応する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は、両方とも適用する。

Ｇ

節 項　　目

※

４　　床板防湿層

ｂ．基礎梁下　　　　　　　　※６０ｍｍ　　・１００ｍｍ

ｃ．土間スラブ下　　　　　　※６０ｍｍ　　・１００ｍｍ

ｄ．土間コンクリート下　　　※６０ｍｍ　　・１００ｍｍ

ｂ．試験杭の杭長は（※本杭+１０００ｍｍ　　・本杭と同じ　　）とする。

　　　　　　・　その他　（　日本コンクリ－ト工業（株）：Hyper-ストレ－ト 工法　）

ａ．杭基礎底版下　　　　　※６０ｍｍ　　・１００ｍｍ　　・１５０ｍｍ

ｃ．使用位置　　　　　　　　・杭基礎底版下　　・基礎梁下　　・土間スラブ下　　・土間コンクリート下

ａ．工法　　工法名：（　　　　　　　　　）

　鉄骨階段踏面、屋上床 　φ2.6-５０ｘ５０

　　・　特定埋込杭工法　（回転圧入鋼管杭工法(大臣認定工法　認定番号：建設省東住指発第238号)

２

試

験

報

告

書

４

鋼

地

業

杭

杭
地
業

地

業

及

び

｜
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ク
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地
業

　、
地
盤
改
良

地
業

地
業

事

２

加

工

及

び

組

立

リ

４

章

地

業

工

３

既

製

杭
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ン

ク

リ

｜

ト

４

そ

の

他

配

筋

２

コ

ン

ク

リ

｜

ト

の

品

質

章

６

コ

ン

ク

リ

｜

ト

工

事

コ

ン

ク

リ

｜

ト

の

材

料

３
ト
｜

５

場
所
打
ち
コ
ン
ク
リ

ク
ン

コ
ン

捨
コ

及
び
置
換

　、

　、

砂
利

砂

６ ３

ガ

ス

圧

接

章

工

事

鉄

筋

５

１

一

般

事

項

１

材

料

１　　材料

４　　地盤の載荷試験

３　　杭の載荷試験

２　　試験杭

１８ １８５

砂礫

Ｄ１９～Ｄ２２

　※重ね継手 （Ｄ１０～Ｄ１６　　　　　）

 ※ガス圧接　　（　Ｄ１９～Ｄ２２　）

 ※ガス圧接　　（　Ｄ１９～Ｄ２２　）

Ｆｃ２４

１８５１５ 雑コン・土間コンＦｃ１８

１,２

構造特記仕様書　１

50 kN/㎡・長期設計支持力度は（　   　　　　　）とする。

１階構造躯体

南宇治中学校配膳室設置工事

南宇治中学校

図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房営繕部監修の「公共建築工事標準仕様書（建築工事偏）（令和4年度版）」



工事名

施設名コム・キューブ 一級建築士事務所会
株

社
式

 一級建築士　第311729号　内田　陽介

図 名

縮 尺

図面 枚の内

Ｎｏ．年 月 日R6 1 31

**

Ｓ-０２

特　　記　　事　　項

ｂ．合板の厚さ

ｃ．スリーブの材種

　　※１２ｍｍ　　　・１５ｍｍ

　　※標仕〔６．９．３．（ｈ）〕及び標仕〔表６ ．９ ．１〕による。

　　※合板　　　　　・断熱材を兼用した型枠材　　　・剛製型枠パネル

　　・ラワン代替合板　　　　・針葉樹複合合板　　　・その他　（　　　　　　　） ｂ．ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

ｃ．すべり係数試験

　※行わない　　　　　　　　　　　・行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　　　すべり耐力等の確認方法　　※すべり耐力試験方法等　　・図示

　・鉄骨標準図その１～その４による　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

適用箇所

所要性能及び適用箇所

ｂ．耐火被覆面への錆止め塗装　　　　　※行わない　　　　　　・行う（適用箇所：　　　　　　　　　）　　

　意匠図による

　・構造用アンカーボルト　（※図示　　　・　　 　　　　　）

　　セメント系（酸化カルシウム、カルシウムサルファルミネート等

　　によって膨張する性質を利用するもの）とする。

　　JIS R 5210（ポルトランドセメント）による普通又は早強ポル

　　（社）土木学会「コンクリート標準示方書」に定められた品質を

　　有するもので、特に精選されたものを絶対乾燥状態で使用する。

　　（各重量比）　（セメント＋混和材）：砂＝1：1

 　 練混ぜ完了から3分以内の値 　8±2秒

  練混ぜ2時間後のブリーディング率　2.0％以下

  （1）日本道路公団規格 JHS 312-1999（無収縮モルタル品質

  （2）塩化物量は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリー

  　　 ト）の9.6塩化物含有量の試験方法による。

（6.4.2）

（6.3.10）

（7.6.7）

（7.6.7）

（7.6.11）(表7.6.2～4) 

（7.6.11）

（7.6.11）

（7.8.3）

（7.9.2～7）

（7.10.3）(表7.10.1) 

（7.10.3）(表7.10.2) 

（7.2.9）

（表7.2.6）

                    　・溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

　※鉄骨標準図その１～その４による　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※鉄骨標準図その１～その４による　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

　・設計図による　・鉄骨標準図その１～その４による

１３　　既製品柱脚の施工

１４　　梁貫通孔の補強

既製品柱脚を使用する場合は、製造所の仕様による。

既製品金物を使用する場合は、製造所の仕様による。

章 節 項　　目章 節 項　　目 特　　記　　事　　項章 節 項　　目 特　　記　　事　　項

ａ．混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

ｂ．促進型のものは原則として使用しない。

ｃ．現場にて、使用する混和剤については、施工性を考慮の上、決定すること。

４　　混和材 ａ．混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

備　考

種　類 備　考

　・高炉スラグ

　・フライアッシュ

　　上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

５　　混和材料の使用量 ※　標仕6.4.8(a)､(b)､(c)による

１　　一般事項 ａ．常時土あるいは水に直接接する部分

ｂ．軽量コンクリートの種別

　　軽量コンクリートを　　　　※用いない　　　　・用いる

　　・１種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ　/　ｍ

　　・２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ　/　ｍ

１　　一般事項

２　　材料

３　　品質

ａ．寒中コンクリートの適用期間は、特記による。

ａ．骨材は氷雪の混入及び凍結していないものを使用することとする。

ｂ．原則として、ＡＥ剤、ＡＥ減水剤又は高性能ＡＥ減水剤を使用する。

ａ．調合管理強度は、１、２節のｄによる。

１　　一般事項 ａ．マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・設計図による

２　　材　料

３　　品　質 ａ．スランプ

　普通ポルトランドセメントを使用する場合は、６.１３.２（ｂ）（２）を

　適用すること。

　　設計図に記載がない場合でも、現場にて施工性を考慮の上、断面が大きくなるような処置を行う場合は、

　　本項に従うこととする。目安として、壁状部材で８００mm以上、マット状・柱状部材で１０００ｍｍ以上を

　　目安とする。

ｂ．コンクリートの打込みから２８日後までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値下表に

　　よる。

セメントの種類 コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）

普通ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

低熱ポルトランドセメント

高炉セメントB種

フライアッシュセメントB種

構造体強度補正値（S）

暑中期間

暑中期間

暑中期間

11≦θ

14≦θ

13≦θ

0≦θ＜11

0≦θ＜14

0≦θ＜13

0≦θ＜ 8

0≦θ＜ 9

 8≦θ

 9≦θ

６ ３ ６

表．構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

１　　一般事項 ａ．コンクリートの種類

コンクリート

種　別

設計基準強度Ｆｃ 所要スランプ 粗骨材の最大寸法 使用箇所

（ｃｍ） （ｍｍ）

　　※普通コンクリート

　　・軽量コンクリート

　※１８Ｎ/ｍｍ

　・　　Ｎ/ｍｍ

　※１５又は１８ 　・２５

　・２０

２

２

※暑中期間とは、日平均気温の平年値が２５℃を超える期間をいう。

ｂ．セメントの種類

ｃ．呼び強度は設計基準強度以上とする。（補正などは行わない）

　　※普通ポルトランドセメント又は混合セメントのA種

　　・高炉セメントB種　　（捨コンクリート）Ｇ

１　　一般事項 ａ．ひび割れ誘発目地

ｂ．外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

ｃ．内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　寸法　　　※標仕 〔 ９ ． ６ ． ３ （ ａ ) ( １ ) 〕 による　　　・設計図による

　　位置　　　※建築設計図による

　　※２０ｍｍ　　　・２５ｍｍ　　　・１０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

　　※１０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

２　　材料 ａ．せき板の材料

３　　ＭＣＲ工法 　　ＭＣＲ工法を行う場合は、せき板面にＭＣＲ工法用気泡ポリエチレンシート張りとし、仕上

　　目荒し工法（高圧水洗）を行う場合は、水圧５０N/mm 以上、かつ、２．５分/m 以上とし、

　　り面凹凸状態とする。

　　施工計画書を監督に提出し承諾を受ける。また、目荒しの状態は、事前に監督職員に承諾を

　　受ける。

　　コンクリートの増打ち厚さ　　　※２０mm　　　・　

　　※施工範囲は図示による。

４　　断熱材兼用型枠 　　断熱材兼用型枠を使用する場合は、製造所の仕様による。

５　　型枠の存置期間

　　　　　　及び取外し

ａ．せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

施工箇所

セメントの種類

の平均気温

齢による場合（日）

コンクリートの材
　１５℃以上

　　５℃以上

　　０℃以上

基礎、梁側、柱、壁

普通ポルトランドセメント 高炉セメントＢ種

3

5

8

５

７

１０

存置
期間中

表6.9.2　せき板の最小存置期間

施工箇所

セメントの種類

の平均気温

齢による場合（日）

コンクリートの材
　１５℃以上

　　５℃以上

　　０℃以上

存置
期間中

スラブ下 梁下

左記の全てのセメント
普通ポルトランド

セメント

　高炉セメント

　Ｂ種

１７

２５

２８

２８ ２８

ｂ．標仕〔表６．９．３〕に示すスラブ下の存置期間をコンクリートの圧縮強度による場合、「設計基準

ｃ．片持梁、庇、長大スパンの梁、大型スラブ等の型枠を支持する支柱、または施工荷重が著しく大きい場合

  強度（Ｆｃ)の８５％以上または１２Ｎ/ｍｍ　以上」とあるのを「設計基準強度（Ｆｃ)の１００％以上」とする。

  の支柱等は、存置期間の延長・二重受け等を行う事。

６　コンクリート ａ．部材の位置及び断面寸法の許容差

 　・　　　　　　　　　（適用箇所：　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ．合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別

種　別 適用箇所

・A種

・B種

・C種

ｃ．仕上りの平たんさ

　　※標仕表6.2.4による

　  ※標仕表6.2.2による

　　・　　　　　　　　　（適用箇所：　　　　　　　　　　　　　　　）

１　　基本要求品質 ａ．鉄骨部材の接合部の剛性確保については特に注意し、施工誤差を含め、加工精度・組立制度

　　など十分検討する。

２　　鉄骨製作工場 　※建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」

　　ある工場

　・監督職員の承諾する工場

３　　入熱、パス間温度の

　※鉄骨溶接基準図による　　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）　

　鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件

　適用箇所　　※柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶込み溶接部

　　　　　　　・図示（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　　鋼　　材 ａ．材質など

適用 規格番号 種類の記号 規格名称等 備考

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

※炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

※鋼材は原則として高炉材を使用する。電炉材を用いる場合は監理者の承諾を得る。

　ＳＴＫＲ４００、ＳＴＫＲ４９０

　ＳＳ４００、ＳＳ４９０

　ＳＭ４００、ＳＭ４９０

　ＳＮ４００、ＳＮ４９０

　ＳＮＲ４００、ＳＮＲ４９０

　ＳＳＣ４００

　ＳＴＫ４００、ＳＴＫ４９０

　ＢＣＲ２９５

　ＢＣＰ２３５

　ＢＣＰ３２５

　JIS G 3101

　JIS G 3106

　JIS G 3136

　JIS G 3138

　JIS G 3350

　JIS G 3444

　JIS G 3466

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

ｂ．施工管理技術者　　※適用する　　・適用しない

２　　高力ボルト

３　　溶融亜鉛めっき

　　　　　　高力ボルト

ａ．ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

ｂ．摩擦面の処理

　※ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・りん酸塩処理

４　　普通ボルト ａ．ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

５　　鉄骨工作仮組

６　　溶接接合 ａ．開先の形状

７　　溶接部の試験 ａ．超音波探傷試験　　※行う　　・行わない

　・鉄骨標準図その１～その４による

　・行う　　　　　※行わない

　　工場溶接の場合　AOQL（％）　※4.0　・2.5

節

検査水準

　　　※すべて

　　　※第6水準

ｂ．放射線透過試験　　　　　　　　　※行わない　　・行う

ｃ．マクロ試験（エンドタブ使用）　　※行わない　　・行う

　　工事現場溶接の場合　AOQL（％）　※4.0　・2.5

８　　スタッド

　（頭付きスタッド

　　JIS B 1198）

ａ．呼び名等

呼び長さ（mm）　呼び名

　・19

　・22

ａ．耐火被覆材の接着する面の塗装

　　※行わない

１０　　耐火被覆 ａ．種別等

種　別

　・耐火材

　　吹付け

　・乾式吹付けロックウール

　・半乾式吹付けロックウール

　・湿式吹付けロックウール

　・耐火板張り

　・耐火材巻付け

　・ラス張りモルタル塗り

１１　　アンカーボルトの保持

　・建方用アンカーボルト　（・A種　　※B種　　・C種）

　種別　　

　　　　　　　及び埋込み工法

１２　　柱底均しモルタルの

　　　　　　　　　　　工法

種別　　※A種　　　・B種

無収縮モルタルの材料及び調合

　　配合比

　　トランドセメントとする。

無収縮モルタルの品質及び試験方法

　　無収縮性

　　圧縮強度

　　付着強度

　　塩化物量

 ブリーディング

  Jロートによる流下時間

  凝結開始時間　　1時間以上

  終結時間　　　　10時間以内

  材齢7日　　収縮しないこと

  材齢3日　　25.0 N/mm 以上

  材齢28日 　45.0 N/mm 以上

  材齢28日 　 3.0 N/mm 以上

  0.30kg/m 以下

  　　 管理試験方法）による。

　　混和材

　　セメント

　　砂

コンシステンシー

　　凝結時間

　　試験方法

（6.3.5）

（6.3.5）

（6.4.8）

（6.11.1）

（6.12.1）

（6.12.2）

（6.12.3）

（6.13.1）

（6.13.2）

（6.13.3）

（6.14.1）

（6.9.3）

（6.9.4）

（6.9.4）

（6.9.5）

（6.2.5）(表6.2.2)

（6.2.5）(表6.2.3) (6.9.3)

（6.2.5）(表6.2.4) (6.6.6)

（6.2.2）

ａ．セメントの種類　    ※下表に示すコンクリートとする。

ｂ．使用可能な混和剤　  ※ＡＥ減水剤遅延形または高性能ＡＥ減水剤遅延形

                    　・ＪＩＳ形高力ボルト　　　　　　　Ｆ１０Ｔ　　２種

（ Ｎ / ｍｍ  ）２

　・膨張剤

ｂ．鋼製エンドタブの切除する部分　　※図示

　　　　　　　　溶接条件

４　　施工管理技術者

　・ノンスカラップ工法を採用する場合、監理者の承諾を得る。

ｃ．スカラップの形状

           の仕上がり

９　　錆止め塗装

表6.9.3　支柱の最小存置期間

３　　混和剤

　　・行う（意匠図による　・　　　　　）

　・ＡＥ剤

　・高性能減水剤

　・減水剤

　・高性能ＡＥ減水剤

　・流動化剤

種　類

　・ＡＥ減水剤

ａ．高力ボルト　　　　※トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

2F～RFスラブコンクリ－ト

　・16
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　　に定める（H）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力の

　　全ての部位
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2F～RFスラブの大梁

2F～RFスラブの小梁
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工事名

施設名コム・キューブ 一級建築士事務所会
株

社
式

 一級建築士　第311729号　内田　陽介

図 名

縮 尺

図面 枚の内

Ｎｏ．年 月 日R6 1 31

**

Ｓ-０３

鉄筋コンクリート工事標準図　１

      2. スパイラル筋の重ね継手部に90°フックを用いる場合は，余長は12d以上と

鉄筋コンクリート工事標準図　No.1
L　,L 又はL

定着起点

余長L

定着起点

l

余長L

Lb

(ただし，柱せいの3/4倍以上)

梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

梁内折曲げ定着の投影定着長さ
小梁及びスラブの上端筋の

(ロ)折曲げ定着

L 
+5

d

Ａ－Ａ断面

出隅部の鉄筋フック付き

かご鉄筋

Ａ Ａ

L 
+5

d

10
d

かご鉄筋

鉄筋の種類

コンクリートの

2

設計基準強度 La Lb

Fc(N/mm )

20d 15d

15d 15d

15d 15d

15d 15d

20d 20d

20d 20d

20d 15d

15d 15d

20d 20d

20d 20d

20d 15d

SD295A

SD295B

SD345

SD390

18

21

24，27

30，33，36

18

21

24，27

30，33，36

21

24，27

30，33，36

　　　　2. Lb：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

　  (注)1. La：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

d

(重ね継手)

≧6d

d d

50
d

1.5巻き以上の添巻き

≧6d d

≧6d

50d

末端部 中間部

≧6d

(柱頭又は柱脚部)

150mm以上

L L

150mm以上

L L

重ね継手

1節半以上,かつ,

1節半以上,かつ,

鉄筋
鉄筋

図３．４　溶接金網の継手及び定着

図３．５　スパイラル筋の継手及び定着

構　造　部　分　の　種　別

仕上げなし

仕上げあり

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

擁壁,耐圧スラブ

柱,梁,スラブ,壁

基礎,擁壁,耐圧スラブ

煙突等高熱を受ける部分

最小かぶり厚さ

20

30

30

30

30

40

60

土に接する部分

土に接しない
部分 柱,梁,耐力壁

スラブ,耐力壁
以外の壁

屋　　内

屋　　外

≧8d

一般の場合

d

/2 /4l

継手長さ（余長）15d （余長）15d

/4 0

継手長さ

図４．６　主筋の継手,定着及び余長(その２)

図４．７　主筋の継手,定着及び余長(その３)

継手長さ

/2 /4/4 l

継手長さ 15d（余長）

L

図５．２　柱頭主筋の納まり

　　(1) 溶接金網の継手及び定着は，図3.4による。

　　最小かぶり厚さを定める。

3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

付く場合で，かつ，梁せいが1.5m以上の場合は，図4.8によることができる。

　あばら筋組立の形及びフックの位置は，6.2(a)による。ただし，梁の上下にスラブが基礎梁の

あばら筋

4.4

(d) 連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手,定着及び余長

(c) 独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手,定着及び余長

　　ただし,耐圧スラブが付く場合は,(d)による。

図５．１　柱主筋の継手,定着及び余長

5.1

柱主筋の継手，

定着，及び余長

表３．５　投影定着長さ

Ｄ Ｄあき

間隔

Ｄは，鉄筋の最大外径

鉄筋の保護

(e) 鉄骨鉄筋コンクリート造の場合，主筋と平行する鉄骨とのあきは，(d)による。

3.6

(b) 柱，梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは，最小かぶり厚さに10ｍｍ

(c) 鉄筋組立後のかぶり厚さは，最小かぶり厚さ以上とする。

　　(2) 25ｍｍ

▽
ＧＬ

基礎筋

はかま筋

15ｄ
Ａ

Ａ部詳細

はかま筋

基礎筋

基礎筋 はかま筋

§４　基礎及び基礎

　　　梁の配筋

4.1

直接基礎の配筋 (a) 独立基礎

(b) 連続基礎

図４．３　基礎接合部の補強配筋

L

L

D

L L

L

D
3-D16

L

と同径・同間隔
基礎梁あばら筋

梁幅 梁幅

4.2

基礎接合部の

補強配筋

4.3

基礎梁主筋の

継手，定着及び

余長

(a) 一般事項

図４．４　梁筋の基礎梁内への定着

柱

梁 梁

l

継手長さ

継手長さ 15d（余長）

図４．５　主筋の継手,定着及び余長(その１)

図４．８　あばら筋組立の形及びフックの位置

3. 破線は,柱内定着の場合を示す。

2.　　　　　印は,継手及び余長位置を示す。

1. 図示のない事項は,6.1による。

1 2 3

La

1hL　,L　又はL2h 3h

3 2

　表３．６　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ(単位:mm)

基礎梁主筋

基礎梁あばら筋

連続基礎配力筋

連続基礎主筋

はかま筋

腹筋と兼ねてよい

図４．２　連続基礎の配筋

図４．１　独立基礎の配筋

2

2h※

2 2

2 2h※

2h

L 2

0

1

1

(b)柱頭主筋の納まり

(a)

下階の鉄筋

上階の鉄筋
が多い場合

が多い場合

2

L2

定着継手

≦
3h

　
/4

0

0h

h 
／

2＋
15

d
0

2

h 
／

2＋
15

d
0

かぶり厚さ

h 00
≦

3h
 /

4

Ｌ
2

0

l 0

l0 l0

l 0l 0
0l

L
L

h
0

L a※

余長

L 2

L 2

余長

a※L L a※

L 2

余長

余長

L a※

L 2

L 2

余長

L 2

余長

（余長）20d

a※L

L a※

20d（余長）

余長

2L

a※L

a※L

余長

2L

a※

L 2

余長

L 2

20d（余長） a※L

余長

L 2

2L
a※L

余長

※　Laの数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。

3-D16
L2

L1h

3.3

組立

継手及び定着

鉄筋の種類

コンクリートの

2Fc(N/mm )

L (フックなし) L  (フックあり)設計基準強度

45d

40d

35d

35d

50d

45d

40d

35d

50d

45d

40d

35d

30d

25d

25d

35d

30d

30d

25d

35d

35d

30d

SD295A

SD295B

SD345

SD390

18

21

24，27

30，33，36

18

21

24，27

30，33，36

21

24，27

30，33，36

表３．２　鉄筋の重ね継手の長さ

3.4

1 1h

1 1h

(b) 鉄筋の継手位置は，次章以降に示す。

直線定着の長さ

定着の長さ

　　　　　　　 (基礎梁，片持梁及び片持スラブを含む。)

　　　 　　　　(片持小梁及び片持スラブを除く。)

　　(1) 粗骨材の最大寸法の1.25倍
(a) 本標準図は,鉄筋コンクリート造,鉄骨鉄筋コンクリート造等の鉄筋工事に適用する。

(b) 文章中の「標仕」に続く項目番号は,国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

(c) 本標準図に記載のない事項は，「標仕」各部配筋参考図による。

1.1

表３．１　鉄筋の折曲げ形状及び寸法

折曲げ内法直径(D)

SD390SD295A,SD295B,SD345

D19～D38D16以下 D19～D38

d
D

D

d
D

6d
以
上

4d以上

d

折曲げ角度

3d以上 4d以上 5d以上

　180°

　135°

及び

　135°

　90°

（幅止め筋）

D D

dd

4d
以

上

4d
以
上

d
D

　90°

未満

　90°

8d
以

上

4d以上 6d以上 8d以上

（注）1. 片持ちスラブ先端，壁筋の自由端側の先端で90°フック又は135°フックを

　　　   用いる場合には，余長は4d以上とする。

　　　　 する。

の場合
a

aa

a

a≧0.5L

a

a=0.5L a≧0.5L

L

L

L L

a=0.5L

a≧400mm

a

b

カップラー

―

―

の場合

フックあり

フックなし

　　　　　　　　　　　図３．２　フックありの場合の重ね継手の長さ

a≧400mm,かつ,a≧(b+40)mm

表３．３　隣り合う継手の位置

1h

L1h L1h

1h

1

1

1

1 1

1

1hL

1hL

重
ね
継
手

機
械
式
継
手

圧
接
継
手

溶
接
継
手

圧接継手・溶接継手

2
L L

L

18

21

18

21

21

45d 40d

40d 35d

35d 30d

35d 30d

50d 40d

45d 35d

40d 35d

35d 30d

50d 40d

45d 40d

40d 35d

35d 30d

30d 25d

25d 20d

30d 25d

25d30d

35d 30d

25d 20d

25d 20d

35d 30d

35d 30d

30d 25d

10d

かつ

150mm

以上

SD295B

SD295A

SD345

SD390

鉄筋の

種　類
設計基準強度

Fc(N/mm ) 小梁 スラブスラブ小梁

10d

L L
L

　　　2. L ，L  ：割裂破壊のおそれのない箇所への直線定着の長さ及びフックあり

コンクリートの

　表３．４　鉄筋の定着の長さ

1 2 1h 2h
3h

1

2 2h

1h

3

3

直線定着の長さ フックあり定着の長さ

l

L1h

　　　　 　 1. 柱の四隅にある主筋で，重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合

　　　　　　　 には，フックを付ける。

図３．３　定着の方法

0＜D≦200mm 200mm＜D≦1,000mm

(a) 鉄筋工事に用いる材料は,所定のものであること。

(b) 組み立てられた鉄筋は,所定の形状及び寸法を有し,所定の位置に保持されてい

　　ること。また,鉄筋の表面は,所要の状態であること。

(c) 鉄筋の継手及び定着部は,作用する力を伝達できるものあること。

1.2

基本要求品質

1.3

配筋検査

§２　材　　料

2.2

溶接金網

2.3

材料試験

JIS G3112

2.1

鉄筋

　規格番号

鉄筋コンクリート用棒鋼

規格名称

SD295A, SD295B, SD345, SD390

種類の記号

SR235, SR295

建築基準法第37条の規定

に基づき認定を受けたせん断補強筋

(d) 本標準図に示す単位は，特記なき限りすべてmmとする。

50
0以

上
,か

つ
,1

,5
00

以
下

50
0以

上
,か

つ
,1

,5
00

以
下

≧150 ≧150

15
d,
か

つ
,4

00
以

上

≧100

　　を加えた数値を標準とする。

　　　6. 軽量コンクリートの場合は,表の値に5dを加えたものとする。

3h

全長

全長

スラブの場合 壁の場合

1 1

30，33，36

30，33，36

30，33，36

24，27

24，27

24，27

§１　共通事項

一般事項

　　「公共建築工事標準仕様書(建築工事編)平成31年版」の当該項目を示すものとする。

　主要な配筋は，コンクリートの打込みに先立ち，種類，径，数量，かぶり厚さ，間隔，

相互のあき，位置等について，監督職員の検査を受ける。

　鉄筋の品質を試験により証明する場合の試験の方法等は，適用するJIS又は建築基準

法に基づき定められた方法により，それぞれ指定された材料に相応したものとする。

§３　加工及び組立

3.1

(a) 鉄筋は，設計図書に指定された寸法及び形状に合わせ，常温で正しく加工して組

　　み立てる。

(b) 有害な曲がり，損傷等のある鉄筋は，使用しない。

(c) コイル状の鉄筋は，直線状態にしてから使用する。この際，鉄筋に損傷を与えない。

(d) 鉄筋には，点付け溶接を行わない。また，アークストライクを起こしてはならない。

3.2

加工 (a) 鉄筋の切断は，シヤーカッター等により行う。

(b) 次の部分に使用する異形鉄筋の末端部にフックを付ける。

　　(1) 柱の四隅にある主筋の重ね継手及び最上階の柱頭

　　　　(図3.1aの●印で示す鉄筋)

　　　　(図3.1bの●印で示す鉄筋)

フックを付ける

フックを付ける

　　　　　　　図３．１ａ 柱主筋　　　　　　　　図３．１ｂ 梁主筋

　　(3) 煙突の鉄筋(壁の一部となる場合を含む。)

　　(4) 杭基礎のベース筋

　　(5) 帯筋，あばら筋及び幅止め筋

(c) 鉄筋の折曲げ形状及び寸法は，表3.1による。

　　なお，異形鉄筋の径（この章の本文，図及び表において「d」で示す。)は，呼び名

　　に用いた数値とする。

(a) 鉄筋の継手は，重ね継手,ガス圧接継手，機械式継手又は溶接継手とし，適用は特

　　記仕様書による。

(c) 鉄筋の重ね継手は，次による。

　　(2) (1)以外の鉄筋の重ね継手の長さは，表3.2による。

　　なお,径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは，細い鉄筋の径による。

　　(1) 柱及び梁の主筋並びに耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは，図示による。図示が

　　　　なければ，耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは，40d（軽量コンクリートの場合

　　　　は50d）又は表3.2の重ね継手の長さのうちいずれか大きい値とする。

　  (注)1. L ，L  ：重ね継手の長さ及びフックありの重ね継手の長さ

　　　　2. L  は,図3.2に示すようにフック部分  を含まない。1h l

　　　　3. 軽量コンクリートの場合は，表の値に5dを加えたものとする。

    の場合は除く。

(d) 隣り合う継手の位置は,表3.3による。ただし，スラブ筋でD16以下の場合及び壁筋

　　なお，先組み工法等で，柱及び梁の主筋のうち，隣り合う継手を同一箇所に設ける

　　場合は，図示による。

(e) 鉄筋の定着は，次による。

　(注)1. L ，L  ：2.から4.まで以外の直接定着の長さ及びフックありの定着の長さ

　　　　　　　　　の定着の長さ

　　　3. L  ：小梁及びスラブの下端筋の直線定着の長さ。ただし，基礎耐圧スラブ

20d

　　　　　　  及びこれを受ける小梁は除く。また，片持小梁及び片持スラブの場合

　　　　　　　は，25dとする。

　　　4. L  ：小梁の下端筋のフックありの定着の長さ

l　　　5. フックありの定着の場合は，図3.3(ｲ)に示すようにフック部分　を含まな

　　　　 い。また，中間部での折曲げは行わない。

(イ)直線定着，フックありの定着

フックありの

　　　　3. 軽量コンクリートの場合は，表の値に5dを加えたものとする。

(f) 溶接金網及びスパイラル筋の継手及び定着は，次による。

　　(1) 鉄筋の定着の長さは，図示による。図示がなければ，表3.4による。

　　(2) 仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さＬが，表3.4のフックありの

　　　  定着の長さを確保できない場合の折曲げ定着の方法は，図3.3(ﾛ)により，次の

　　　　なお，L は表3.2に，L 及びL は表3.4による。1 2 3

　　(2) スパイラル筋の継手及び定着は，図3.5による。

(a) 鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは，表3.6による。ただし，柱及び梁の主筋に

　　D29以上を使用する場合は，主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように

40

60

40

　　(注)　1. この表は，普通コンクリートに適用し，軽量コンクリートには適用しな

　　　　　4. 杭基礎の場合の基礎下端筋のかぶり厚さは，杭天端からとする。

　　　　　　 捨コンクリートの厚さを含まない。

　　　　　3. スラブ，梁，基礎及び擁壁で，直接土に接する部分のかぶり厚さには，

　　　　　　 耐久性上有効でない仕上げ(仕上塗材,塗装等)のものを除く。

　　　　　2.「仕上げあり」とは，モルタル塗り等の仕上げのあるものとし，鉄筋の

　　　　　　 い。また，塩害を受けるおそれのある部分等耐久性上不利な箇所には適

　　　　　　 用しない。

　　し，機械式継手及び溶接継手の場合は，「標仕」5章5節又は同6節による。

(d) 鉄筋相互のあきは図3.6により，次の値のうち最大のもの以上とする。ただ

(f) 貫通孔に接する鉄筋のかぶり厚さは，最小かぶり厚さ以上とする。

(a) 鉄筋の組立後，スラブ，梁等には，歩み板を置き渡す等の措置を講じ，直接鉄筋の

　　上を歩かないようにする。

※Ｌ  を確保できない場合は，3.4(e)(2)によることができる。

重ね継手とする場合

　　　　　　2. 隣り合う継手の位置は,表3.3による。

　 主筋の納まり上やむを得ない場合は,最上階柱頭フックに代えて，かご鉄筋とする

　 ことがてきる。なお，かご鉄筋は柱筋と同径,同本数とする。

　鉄筋は，表2.1により，鉄筋の種類等は特記仕様書による。

表２．１　鉄筋の種類等

　溶接金網はJIS G 3551(溶接金網及び鉄筋格子)による。鉄線の形状，網目寸法及び

鉄線の径は,特記仕様書による。

加工及び

組立一般

　　(2) 梁の出隅及び下端の両隅にある梁主筋の重ね継手（基礎梁を除く。）

折曲げ図 鉄筋の種類

呼び名

　鉄筋は，鉄筋継手部分及び交差部の要所を径0.8mm以上の鉄線で結束し，適切な位

置にスペーサー,吊金物等を使用して，堅固に組み立てる。

　なお，スペーサーは，所定の位置に鉄筋を保持するとともに，作業荷重等に耐えら

ものとする。

れるものとする。また，鋼製のスペーサーは，型枠に接する部分に防錆処理を行った

　　　 　① 全長は，表3.4の直線定着の長さ以上とする。

　　　　 ② 余長は8d以上とする。

　　　  ①から③までを全て満足するものとする。

　　　 　③ 仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さＬａ及びＬｂは，表3.5に示す
　　　　　　長さとする。ただし，梁主筋の柱内定着においては，柱せいの3/4倍

　　　　　　以上とする。

　　(3) 隣り合う鉄筋の径（3.2(c)によるd）の平均の1.5倍

　図３．６　鉄筋相互のあき及び間隔

(b) コンクリートの打込みによる，鉄筋の乱れを可能な限り少なくするとともに，かぶ

　　り厚さ，鉄筋の位置及び間隔の保持に努める。

　　(1) 梁筋は，原則として，柱をまたいで引き通すものとし，引き通すことができ

　　　　ない場合は，柱内に定着する。

　　　　ただし，やむを得ず梁内に定着する場合は，図4.4による。

　　(2) 梁筋を柱内に定着する場合は，6.1(a)(2)による。

(b) 独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手，定着及び余長

§５　柱の配筋
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幅止め筋

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

5.2

帯筋組立の形

及び割付け

5.3

柱の打増し補強

　　 1.Ｈ形を標準とする。

     2.フック及び継手の位置は，交互とする。

　　 3.溶接する場合の溶接長さＬは,両面フレア溶接の場合は5d以上,片面フレア

　　　 溶接の場合は10d以上とする。

     4.ＳＰ形において，柱頭及び柱筋の端部は1.5巻以上の添巻きを行う。

 　　5.Ｈ形の135°曲げのフックが困難な場合は,Ｗ－Ｉ形とする。

　　　2.帯筋と同一方向の補強筋は，帯筋と同径，同材質，同間隔とし定着長さは

　　　3.軸方向の補強筋はD16とし，間隔は300mm以下とする。

(b) ハンチのない場合の重ね継手,定着及び余長

図６．３　大梁の重ね継手,定着及び余長

最上階

上端筋

一般階

下端筋

l l l

15d（余長）

D

/4

二段筋

/2 /4

  /4

l0

　　　　　　4. 破線は,柱内定着の場合を示す。

　　　　　　3.　　　　　　印は,継手及び余長を示す。

　　　　　　2. 3.2(b)(2)で定めた鉄筋には，フックを付ける。

　　　　　　　　上端筋：中央　／2以内

　　　　    1. 継手中心位置は次による。

　　　　　　とができる。

　　　　　3. 梁内定着の端部下端筋が接近するときは,    　　のように引き通すこ

　　　    1. 3.2(b)(2)で定めた鉄筋には，フックを付ける。

　　　　　4. 破線は,柱内定着の場合を示す。

　　　　　2.　　　　　　印は,継手及び余長を示す。

図６．８　あばら筋の割付け（その３）

　　　　　　　　1.あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

(b) あばら筋の割付け

　　(1) 間隔が一様で，ハンチのない場合

　　(2) 間隔が一様で，ハンチがある場合

Ｐ＠

Ｄ

≦Ｐ＠

Ｐ＠

≦Ｐ＠

Ｐ＠

≦Ｐ＠

図６．７　あばら筋の割付け（その２）

Ｄ

Ｐ＠

≦Ｐ＠

図６．６　あばら筋の割付け（その１）

図６．５　あばら筋組立の形

（ニ）（ハ）（ロ）（イ）

≧6d
≧8d

≧6d
≧8d ≧8d

d

(a) あばら筋組立ての形及びフックの位置

あばら筋(小梁，

6.2

6.3

梁の打増し補強

(c) 腹筋及び幅止め筋

　　　　　　1.腹筋に継手を設ける場合の継手長さは，150mm程度とする。

図６．１４　片持梁主筋の定着

　　　　　　3. 先端小梁の連続端は，片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

　　　　　　2. 先端小梁終端部の主筋は，片持梁内に水平定着する。

　　　　　　1. 図示のない場合は,(a)による。

(b) 先端に小梁がある場合

先端小梁

折下げ

小梁連続端部小梁外端部

折下げ
片持梁筋片持梁筋

L
L

水平断面

先端小梁
（頭つなぎ梁）

垂直断面

l
l15d 2 /3

l
l15d 2 /3

L
L

一般階 最上階

　　　　　　2. 先端の折曲げの長さＬは，梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

　　　　　　1.　　　　　印は,余長位置を示す。

　　　　　　3. 図示のない場合は，6.1による。

6.5

片持梁主筋の

継手，定着及び

余長

(a) 先端に小梁のない場合

l
l

l l l l l

lll

連続端

/6

/4 /2 /4 /4 /2 /4

/4/4

0

連続端

L

l

l l

lll /4 /2 /4

/6 /6L L

小梁主筋の継手，

定着及び余長

(a) 連続小梁の場合

図６．１１　小梁主筋の継手,定着及び余長(その１）

図６．１０　梁の打増し補強配筋

　　　　定着長さはＬ とする。

b

による。

L

1
　3-D16

　2-D16
D16

D16

側面の打増し 二方向の打増し

b b

あばら筋と同径
同質材，同間隔

打増し部分

打増し部分

L
L

a

a
　2-D16

　3-D16

下端の打増し 上端の打増し

　　　2.あばら筋と同一方向の補強筋は，あばら筋と同径，同材質，同間隔とし，

§７　壁及びその他の

配筋

7.1

帯筋

なる場合，帯筋は，一
上下の柱断面寸法が異

般の帯筋より１サイズ
太い鉄筋又は同径のも
のを２本重ねたものと
する。

梁面より割り付ける。

　　範囲は,その柱に取り付くすべての梁

　　を考慮して適用する。

　　なお,P @,P @は,特記された帯筋の間

　　隔を示す。

    柱に取り付く梁に段差がある場合,帯

梁 梁

柱
重ねたものとする。
筋又は同径のものを2本
ら筋より1サイズ太い鉄
吊上げ筋は,一般のあば

6.1

大梁主筋の

継手，定着

及び余長

§６　梁の配筋

　　　　定着する場合は,図6.1による。

(a) 大梁主筋の継手及び定着の一般事項

　　(1) 梁主筋は,原則として，柱をまたいで引き通すものとし,引き通すことができな

　　　　い場合は,(2)により柱内に定着することができる。ただし,やむを得ず梁内に

梁

柱

梁

図６．１　梁主筋の梁内定着

　　　　　　　　　　　上端筋:曲げ降ろす。

　　　　　　　　　　　下端筋:原則として曲げ上げる。

　　(2) 梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は次による。

　　(3) 段違い梁は,図6.2による。

図６．２　段違い梁

図６．４　ハンチのある大梁の定着及び余長

 (b) 壁開口部補強筋の定着長さは，図7.3による。

L

L

L

1 開口

(c) 開口部が柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより開口部

　　を避けて配筋できる場合は,補強を省略することができる。

主筋位置

≦P@≦P@

梁

主筋位置

主筋位置

≦P@

P@

≦P@

主筋位置
梁

柱

P@

L　

種別

ＫＷ１

ＫＷ２

縦　筋

横　筋

縦　筋

横　筋

D13－200＠
ダブル

D10－200＠
ダブル

D13－150＠
ダブル

D10－200＠
ダブル

縦筋及び横筋 断　　面　　図　(mm)
(表9.1）
配筋種別
階段の

ＫＡ１
ＫＡ３

ＫＡ４
ＫＡ２

180

200

種　 別 縦筋及び横筋

D10－200＠シングル 120

D10－150＠シングル

D10－100＠シングル

D10－200＠ダブル

D10－150＠ダブル

D10－200＠ダブル

D10－150＠ダブル

150

180

200

（注）壁筋の配筋順序は，規定しない。

（注）縦筋は，横筋の外側に配筋する。

図７．１　壁の配筋

　　　　　　　　1.図中のＰ＠は，特記された壁筋の間隔を示す。

　　　　　　　　2.壁配筋の重ね継手はＬ ，定着長さはＬ とする。1

L 2－D13

L

1－D13 1－D13

L
1－D13

1－D13L

1－D131－D131－D13

1－D13 2－D13 4－D132－D13

継手L

L L

交差部（水平断面）

端部（垂直及び水平断面） 外壁の端部（垂直及び水平断面）

壁の交差部及び

端部の配筋

7.3

定着

壁の継手及び

7.2

壁の打増し補強

7.5

図７．４　壁の打増し補強配筋

打増し部分

a

2

縦筋はD10とし,間隔は200mm

横筋はD10とし,間隔は壁横筋と同じ

7.6

パラペット

L
先端補強筋
2－D13

2－D13

先端補強筋
4－D13

2－D13
先端補強筋

2－D13

図７．５　パラペットの配筋

§８　スラブの配筋

8.1

Ｓ１

Ｓ２

Ｓ３

Ｓ４

Ｓ５

Ｓ６

Ｓ７

Ｓ８

Ｓ９

Ｓ１０

Ｓ１１

Ｓ１２

Ｓ１３

Ｓ１４

Ｄ１３－１００＠

同上

Ｄ１３－１５０＠

同上

同上

同上

Ｄ１０，Ｄ１３－２００＠

同上

同上

Ｄ１０－２００＠

同上

同上

配筋種別 長辺方向(配力筋)全域

同上

Ｄ１０，Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１３－１００＠

Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１０，Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１０，Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１０，Ｄ１３－１５０＠

Ｄ１０－１５０＠

Ｄ１０－２００＠

Ｄ１０，Ｄ１３－２００＠

Ｄ１０－２００＠

Ｄ１０－２５０＠

Ｄ１０－２００＠

Ｄ１０－１５０＠

Ｄ１０－２５０＠

（注）上端筋，下端筋とも同一配筋とする。

柱 柱大梁

大
梁

小
梁

長
辺

方
向

短辺方向

柱柱

図８．１　スラブの配筋

下端筋

上端筋

短辺・長辺方向

長辺方向

短辺方向

A C D

A B

やむを得ずにスラブ筋の重ね
継ぎ手を梁上に設ける場合

1

標準継手位置

DB

1

表８．２　継手位置

　　1.配筋の割付けは，中央から行い,端部は定められた間隔以下とする。

　　2.鉄筋の重ね継手長さは，Ｌ とする。

　　3.継手位置は原則として表8.2による。

　　　べた基礎（耐圧スラブ）の継手位置は，上端筋と下端筋を読み替える。

図７．３　壁開口部補強筋の定着長さ

図５．３　帯筋組立の形

図５．４　帯筋の割付け

図５．５　柱の打増し補強配筋
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　　　　Ｌ とする。

1.柱の打増し幅（a，a ，a ）が70mm以上200mm以下の場合の補強を示す。21
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20d（余長）

　　　　　　※　Laの数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。

L2継手長さ

a※

L2

L2

La※
L2

a※

L2

La※L2

　　　　　※ Laの数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。

bL外端

L2

20d (余長） 20d (余長） 20d (余長） 20d (余長）

(b) 単独小梁の場合

Lb
端部 端部

L2

20d (余長） 20d (余長)

L2

Lb

図６．１２　小梁主筋の継手,定着及び余長(その２）

　　　　　　1.　　　　　　印は,余長位置を示す。

　　　　　　2. 梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合，斜めにしてもよい。

　　　　　　3. 図示のない事項は，4.3及び6.1に準ずる。

3h

3h※L

L2

図６．１３　片持梁主筋の定着及び余長

　　　　　　※ Ｌaの数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。

3h

a※L

1

　　(3) 梁の端部で間隔の異なる場合

≦Ｐ'＠

　　　　　　　　2.図中のＰ＠，Ｐ'＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

腹筋は,6.2(c)

図６．９　腹筋及び幅止め筋

6.4

L L

片持梁

片持梁

断　　面　　図　(mm )

短辺方向(主筋)全域

長辺方向（配力筋）

短辺方向（主筋）

〃 〃 〃

(c) ハンチのある場合の重ね継手，定着及び余長

片持梁，基礎梁

含む)の組立の

形及び割付け等

1,200mm≦Ｄ≦1,500mm900mm≦Ｄ＜1,200mm600mm≦Ｄ＜900mm

　　　　　　2.幅止め筋及び受け用幅止め筋は，D10-1,000@程度とする。

　　　　　　　　3.幅止め筋は，縦横ともD10-1,000@程度とする。

b＞350mmの場合

b≦350mmの場合

b＞350mmの場合

b≦350mmの場合

300
以下

300
以下

300以下
〃

〃

D≦100

≒30 ≒30
(a) 耐震壁を除く壁開口部の補強筋は，Ａ形は表7.3，Ｂ形は表7.4とする。

壁　の　種　別
補　強　筋

縦，横 斜　め

Ｗ１２，Ｗ１５

Ｗ１８，Ｗ２０

１－Ｄ１３

２－Ｄ１３

１－Ｄ１３

２－Ｄ１３

　表７．３　壁開口部補強筋（Ａ形）

図７．２　壁の交差部及び端部の配筋

壁の開口部補強

7.4

壁　の　種　別
補　強　筋

縦，横 斜　め

Ｗ１２，Ｗ１５

Ｗ１８，Ｗ２０

１－Ｄ１３

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

４－Ｄ１３

　表７．４　壁開口部補強筋（Ｂ形）

※ 端部の配筋の納まりについて，耐震壁の場合は図示による。

(ロ)

(イ)

(イ)

　　筋の間隔を(イ)又は(ロ)とする。

1

2

    (イ)：1.5P @以下，かつ，150mm以下

    (ロ)：1.5P @以下，かつ，150mm以下

（注）溶接は，鉄筋の組立前に行う。

一方向の打増し 二方向の打増し

　　　　なお,定着の方法は,3.4(e)(2)による。

　　　1.梁の打増し幅(a,a ,a )が70mm以上200mm以下の場合の補強を示す。

　　　　　　※ Ｌ　を確保できない場合には，3.4(e)(2)によることができる。

　　　　　　※ Ｌ　を確保できない場合は，3.4(e)(2)によることができる。

壁の配筋 (a) 壁の配筋は表7.1による。

表７．１　壁の配筋

(b) 片持スラブ形階段を受ける壁の配筋は表7.2による。

表７．２　片持スラブ形階段を受ける壁の配筋

壁の打増し厚さ(a)が50mm以上200mm以下の場合の補強を示す。

スラブの配筋 表８．１　スラブの配筋

lx/4 /4lx

C

D

C

D

C

　　　　　1.(ｲ)形を標準とする。ただし，Ｌ形梁の場合は，(ﾛ)又は(ﾊ)，Ｔ形梁の

　　　　　　場合は，(ﾛ)～(ﾆ)とすることができる。

　　　　　　付く側，Ｔ形では交互とする。

　　　　　2.フックの位置は，(ｲ)の場合は交互とし，(ﾛ)の場合は，Ｌ形ではスラブの

　　　　　　なお，(ﾊ)の場合は床版の付く側を90°折曲げとする。

余長

余長

余長

余長
余長

余長

余長

余長

余長

余長

余長

余長

余長 余長

余長

南宇治中学校配膳室設置工事

南宇治中学校



8.2

スラブ筋の定着

及び受け筋

3L

2L

bL

2L
b3 LL bL

3L 3L

2L

bL
2L

2L

8.3
表８．３　片持スラブの配筋

片持スラブの
配筋種別 主　　筋 配筋種別 主　　筋配筋

上 Ｄ１３－１００＠ 上 Ｄ１０－２００＠
ＣＳ１ ＣＳ５

下 Ｄ１３－２００＠ 下 Ｄ１０－４００＠

上 Ｄ１３－１５０＠ 上 Ｄ１０，Ｄ１３－２００＠
ＣＳ２ ＣＳ６

下 Ｄ１３－３００＠ 下

上 Ｄ１０，Ｄ１３－１５０＠ 上 Ｄ１０－２００＠
ＣＳ３ ＣＳ７

下 Ｄ１０，Ｄ１３－３００＠ 下

上 Ｄ１０，Ｄ１３－２００＠
ＣＳ４

下 Ｄ１０－２００＠

D13（ ≦1,000mm）
受け筋D16（ ＞1,000mm）配力筋

主筋 2L
L

先端部補強筋

2-D13 25d以上

ｌ

　　１．先端の折曲げ長さＬは，スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

　　２．スラブに段差のない場合は，主筋を引き通してスラブに定着してもよい。

図８．４　片持スラブの配筋(ＣＳ１からＣＳ５)

配力筋 D13受け筋

2L主筋
L

先端部補強筋

2－D13

 ≦600mm

　　１．先端の折曲げ長さＬは，スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

　　２．スラブに段差のない場合は，主筋を引き通してスラブに定着してもよい。

図８．５　片持スラブの配筋(ＣＳ６及びＣＳ７)

8.4

片持スラブの

先端に壁が付く

場合の配筋
先端壁の縦筋の径及び 2L間隔に合わせる10

0以
下

10
0以

下

先
端

壁
厚

以
上

2L 先
端

壁
厚

以
上

2－D13

2－D13
2L

垂れ壁のない場合 垂れ壁のある場合

図８．６　先端に壁が付く場合の配筋

上縦筋 上縦筋 あばら筋

8.6 (a)  屋根スラブの出隅及び入隅部鉄筋コンクリート工事標準図　№3
出隅部及び

縦筋2L 斜め筋入隅部の補強 １．壁配筋は7.1(b)による。
縦筋２．階段主筋は，壁の中心線 あばら筋横筋2受け筋（D13） L 横筋

　　を越えてから縦に下ろす。
斜め筋5－D10（ ＝1,500mm）l 下縦筋下縦筋３．スラブ配力筋の継手及び

2L Ｈ形
3　　定着の長さは，表3.4のＬ

3L (d) 圧接部における鉄筋中心軸の偏心量は，鉄筋径（径の異なる場合は細い方の鉄筋径）受け筋（D13） 　　とする。
斜め筋斜め筋 　　の1/5以下であること。あばら筋縦筋 突出し

(e) 圧接部の折れ曲りは，2°以下であること。
余長l5－D10（ ＝1,500mm） (f) 圧接部の片ふくらみは，鉄筋径（径の異なる場合は細い方の鉄筋径）の1/5以下であ2L かぶり

あばら筋
貫通孔外径Ｄ 　　ること。

溶接金網 かぶり (g) 圧接部は，強度に影響を及ぼす焼割れ，へこみ，垂下がり及び内部欠陥がないこと。縦筋 余長図８．２　スラブ筋の定着長さ及び受け筋(その１)
突出し図９．１　片持スラブ形階段配筋の定着 11.5溶接金網

リング筋
Ｄ／２補強筋を上端筋の下側に配置する。 圧接一般 (a) 圧接作業に使用する装置及び器具類は，正常に動作するように整備されたものとリング筋受け筋

9.2 　　する。（D13） 突出し 余長
図８．８　出隅及び入隅部の補強配筋 二辺固定スラブ 表９．２　二辺固定スラブ形配筋 (b) 鉄筋の種類が異なる場合，形状が著しく異なる場合又は径の差が5mmを超える場合突合せ溶接

形階段の配筋 　　は，圧接を行ってはならない。ただし，鉄筋の種類が異なる場合においては，SD345受け筋 ＭＨ形及びＭ形配筋種別 上端筋，下端筋とも（全域）余長
（D13） (b) 片持スラブの出隅部     とSD390の圧接を行うことができる。ＫＢ１ Ｄ１３－２００＠ 図１０．１　梁貫通孔補強筋の名称等受け筋

余長 ＫＢ２ Ｄ１３－１５０＠（D13） 11.6
出隅部1 1l L/2 LＫＢ３ Ｄ１３－１００＠ 1一般スラブ配力筋 鉄筋の加工 (a) 鉄筋は，圧接後の形状及び寸法が設計図書に合致するよう，圧接箇所１箇所につき余長 1l /23L 1LＫＢ４ Ｄ１３，Ｄ１６－１５０＠ 　　鉄筋径程度の縮み代を見込んで，切断又は加工する。

22 ＫＢ５ Ｄ１６－１５０＠ (b) 圧接しようとする鉄筋は，その端面が直角で平滑となるように，適切な器具を用いｌｌ

ＫＢ６ Ｄ１６－１２５＠ 　　て切断する。L/2（イ） （ロ） （ハ） 131 /2l L ＫＢ７ Ｄ１６－１００＠1 (c) (a)及び(b)以外は，§3による。l

1一般スラブの場合 L 出隅部分 出隅受け部出
隅

部
分

の
補

強
筋

貫通孔が円形の場合0 11.7lの補強筋
2L t (a) 端面及びその周辺には，錆，油脂，塗料，セメントペースト等の付着がないこと。鉄筋の圧接前の

図１０．２　補強筋の定着長さD10－200@11 bｌｌ L (b) 端面は直角で平滑に仕上げ，必要に応じて面取りをすること。端面D13補強筋の定着 10.2 (c) (a)及び(b)の処理は，圧接作業当日に行い，その状態を確認すること。ただし，こ
表１０．１　Ｈ型配筋梁貫通孔の受け筋 l l 2(注)   　≧  　とする1 (注) 1. 　≧ 　とする2 　　れにより難い場合は，監督職員と協議する。1 ll 3L余長 余長 補強形式（D16）

 　　2.出隅受け部配筋は柱 配筋150 11.8斜め筋 縦　筋 横　筋 上下縦筋 配　筋　図
種別D101 　　　又は梁にL 定着する。 天候等による (a) 酸素，アセチレン容器及び圧力調整器を保温する場合は，関係法令に基づき，適切t

　　に行う。措置出隅部分補強配筋 出隅受け部配筋 D10 Ｈ１ な　し
(b) 酸素及びアセチレン容器は直射日光等から保護し，関係法令に基づき，適切な温度D10 D10－200@耐圧スラブの場合 な　しな　し2-2-D13D10－300@ 　　を保つ。t2L 2L図８．９　片持スラブ出隅部の補強配筋 Ｈ２ 2-2-D13図８．３　スラブ筋の定着長さ及び受け筋(その２) (c) 降雨，降雪又は強風の場合は，圧接作業を行ってはならない。ただし，風除け，覆2L D13 bL
　　い等の設備を設置した場合には，作業を行うことができる。

11.9Ｈ３ 4-2-D133L 余長8.7
圧接作業 (a) 鉄筋に圧接器を取り付けたときの鉄筋の圧接端面間の隙間は2mm以下とし，かつ，2-2-D13 2-2-D13 2-2-D13スラブの打継ぎ (a) 土間スラブの打継ぎ補強

　　偏心及び曲がりのないものとする。
2L補強等 Ｈ４ 4-2-D162L (b) 圧接する鉄筋の軸方向に適切な加圧を行い，圧接端面同士が密着するまで還元炎で2L

　　加熱する。
a D13 a Ｈ５ 4-2-D16 (c) 圧接端面同士が密着したことを確認した後，鉄筋の軸方向に適切な圧力を加えながD13

2L
3L 　　ら，中性炎により圧接面を中心に鉄筋径の２倍程度の範囲を加熱する。2L 2L 4-2-D13 2-2-D13 3-2-D132L Ｈ６ 4-2-D19スラブ筋と同径 (d) 圧接器の取外しは，鉄筋加熱部分の火色消失後とする。

同材質，同間隔
(e) 加熱中に火炎に異常があった場合は，圧接部を切り取って再圧接する。ただし，

Ｈ７ 4-2-D22図９．２　二辺固定スラブ形階段配筋(その１)
　　圧接端面同士が密着した後，火炎に異常があった場合は，火炎を再調節して作業

(注)　　　　は，一般部分のあばら筋を示す。中間部 端　部 　　を行ってもよい。
0l2Ll 基礎梁とスラブを一体打ちとしないで，打継ぎを設ける場合の補強を示す。 11.10

bL 150l 表１０．２　Ｍ型配筋 圧接完了後の 　圧接完了後，次により試験を行う。　　　　　　　　　　　　
図８．１０　打継ぎ補強配筋

　(a) 外観試験は，次による。圧接部の試験配筋
斜め筋 溶接金網 配　筋　図 　　　(1) 試験対象は，全ての圧接部とする。種別余長 3(b) 土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋 L

　　　(2) 圧接部のふくらみの形状及び寸法，圧接部のふくらみにおける圧接面のずれ，圧

　　　　　接部における鉄筋中心軸の偏心量，圧接部の折れ曲り，片ふくらみ，焼割れ，へＭ１ 2-2-D13土間コンクリート補強筋

2L2L 　　　　　こみ，垂下がりその他有害と認められる欠陥の有無について，外観試験を行う。な　し
　　　(3) 試験方法は，目視により，必要に応じて，ノギス，スケール，その他適切な器具

D10 Ｍ２ 4-2-D13a a ｔD13 　　　　　を使用する。D13 D10－300@
　　　(4) 外観試験の結果，不合格となった場合の措置は，11.11(a)による。土間コンクリート 2L2L D10補強筋の鉄筋径及 Ｍ３ 4-2-D13 　(b) 抜取試験は，超音波探傷試験又は引張試験とし，その適用は特記仕様書による。

び間隔に合わせる
　　　(1) 超音波探傷試験は，次による。2-6φ-100＠2L

　　　　　 ① １ロットは，１組の作業班が１日に行った圧接箇所とする。
Ｍ４ 6-2-D13中間部 端　部 　　　　　 ② 試験の箇所数は，１ロットに対して30箇所とし，ロットから無作為に抜き取る。

　　　　　 ③ 試験方法及び判定基準は，JIS Z 3062(鉄筋コンクリート用異形棒鋼ガス圧接
図８．１１　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋 (注)　　　　は，一般部分のあばら筋を示す。

3L 　　　　　　　部の超音波探傷試験方法及び判定基準)による。

　　　　　 ④ ロットの合否判定は，ロットの全ての試験箇所が合格と判定された場合に，
　　(1) 土間コンクリートとは，土に接するスラブのうち，床荷重を直接支持

表１０．３　ＭＨ型配筋 　　　　　 　 当該ロットを合格とする。
　　　　地盤へ伝達できるものをいい，それ以外は土間スラブとして，梁及び （注）下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

　　　　　 ⑤ 不合格となったロットへの措置は，11.11(b)による。配筋　　　　柱を介して基礎へ荷重を伝達するものとする。 斜め筋 縦　筋 溶接金網 配　筋　図 　　　(2) 引張試験は，次による。種別
　　(2) aが300㎜以下の場合に限る。l

　　　　　 ① １ロットは，１組の作業班が１日に行った圧接箇所とする。
ＭＨ１ な　し 　　　　　 ② 試験片の採取数は，１ロットに対して３本とする。

8.8
D13 　　　　　 ③ 試験片を採取した箇所は，同種の鉄筋を圧接して継ぎ足す。ただし，D25以下な　し2-2-D13段差のある H

　　　　　　　の場合は，監督職員の承諾を受けて，重ね継手とすることができる。
ＭＨ２スラブの補強 2-2-D13 　　　　　 ④ 試験片の形状，寸法及び試験方法は，JIS Z 3120(鉄筋コンクリート用棒鋼ガ

5H 　　　　　 　 ス圧接継手の試験方法及び判定基準)による。
ＭＨ３ 2-2-D13 　　　　　 ⑤ ロットの合否の判定は，全ての試験片の引張強さが母材の規格値以上である

H≦70mmの場合
　　　　　　　場合かつ圧接面での破断がない場合を合格とする。ただし，圧接面で破断し2-2-D13 2-6φ-100@ ＭＨ４ 4-2-D13
　　　　　　　不合格となった場合は，次により再試験を行うことができる。2L

0 　　　　　　　(イ) 再試験片の採取数は，当該ロットの５％以上とする。l ＭＨ５ 4-2-D16
H 　　　　　　　(ロ) 再試験の結果，全ての試験片について引張強さが母材の規格値以上である

図９．３　二辺固定スラブ形階段配筋(その２)
　　　　　 　 　　 場合を合格とする。ＭＨ６ 4-2-D16D13

2L 　　　　　 ⑥ 不合格となったロットへの措置は，11.11(b)による。4-2-D13 2-6φ-100@ 
§10  梁貫通孔及び

11.11350㎜ ＭＨ７ 4-2-D19その他の配筋
不合格となった (a) 外観試験で不合格となった圧接部への措置70mm＜H≦150mmの場合
圧接部への措置 　　(1) 圧接部のふくらみの直径又は長さが規定値に満たない場合は，再加熱し，加圧10

0以
下

(注)　　　　は，一般部分のあばら筋を示す。10.1
　　　　して所定のふくらみに修正する。図８．１２　段差のあるスラブの補強配筋 梁貫通孔の配筋 (a) 大臣認定による既製品を使用する場合 §11　ガス圧接 　　(2) 圧接部のふくらみにおける圧接面のずれが規定値を超えた場合は，圧接部を切　　適用条件はすべて認定内容による。
　　　　り取って再圧接する。

　　また，計画通知等の変更手続き等が必要になる場合には，請負者が必要な書類 11.1 　　(3) 圧接部における鉄筋中心軸の偏心量が規定値を超えた場合は，圧接部を切り取§９　階段の配筋 　　等を作成すること。 一般事項 　この節は，鉄筋を酸素・アセチレン炎を用いて加熱し，圧力を加えながら接合する 　　　　って再圧接する。
(b) (a)以外の場合 ガス圧接に適用する。 　　(4) 圧接部の折れ曲がりが規定値を超えた場合は，再加熱して修正する。9.18.5 　　(1) 梁貫通孔補強筋の名称等は，図10.1による。表９．１　片持スラブ形階段の配筋 11.2 　　(5) 圧接部の片ふくらみが規定値を超えた場合は，圧接部を切り取って再圧接する。スラブの開口部 片持スラブ形1L 　　(2) 孔の径は，梁せいの1/3以下とし，孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

ガス圧接作業を (a) ガス圧接作業は，技能資格者が行う。 　　(6) 圧接部の焼割れ，へこみ，垂下がりその他有害と認められる欠陥に対しては，配筋種別 ＫＡ１ ＫＡ２階段の配筋1L 　　(3) 孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし，梁中央部下端は梁下端より 行う技能資格者 (b) 技能資格者は，JIS Z 3881 (鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定基 　　　　圧接部を切り取って再圧接する。　　　　Ｄ／３（Ｄは梁せい）の範囲には設けてはならない。
D13 2－D13 　　準）に従う工事に相応した試験に基づく能力を有する者とする。 (b) 抜取試験で不合格となったロットへの措置

　　(4) 孔は，柱面から，原則として，1.5Ｄ以上離す。ただし，基礎梁及び壁付帯梁D13 D13 (c) (a)及び(b)以外は，「標仕」1.5.3による。 　　(1) 直ちに作業を中止し，不合格の発生原因を調査するとともに，不合格ロットのD10－300＠2ｎ 本 D10－300＠         は除く。配筋図
　　　　残り全ての圧接部に対して，11.10(b)(1)③による超音波探傷試験を行う。11.3　　(5) 孔が並列する場合の中心間隔は，孔の径の平均値の３倍以上とする。

D10－300＠D13 D10－300＠ 　　　　また，工事を再開するに当たり，再発防止のために必要な措置を定め，監督職(a) 11.10(b)の圧接部の超音波探傷試験は，技能資格者が行う。圧接部の超音波ｔｔ 　　(6) 縦筋及び上下縦筋は，あばら筋の形に配筋する。L1 　　　　員の承諾を受ける。2ｎL (b) 技能資格者は，圧接部に関する知識，超音波探傷試験の原理及び方法等について十探傷試験を行う1 　　(7) 補強筋は，主筋の内側とする。また，鉄筋の定着長さは，図10.2による。本（　　　）２ ＫＡ３ 　　(2) (1)の超音波探傷試験の結果，不合格となった圧接部は，監督職員と協議を行ＫＡ４配筋種別1ｎ 技能資格者 　　分な知識及び経験に基づく能力を有する者とする。　　(8) 孔の径が梁せいの1/10以下，かつ，150ｍｍ未満のものは，鉄筋を緩やかに曲本（　　　）
２ 　　　　い，圧接部を切り取って，再圧接する。(c) 圧接部の超音波探傷試験を行う技能資格者は，当該工事における圧接部の品質管理1ｎ D10－300＠ D10－300＠本 　　　　げることにより，開口部を避けて配筋できる場合は，補強を省略することが

(c) (a)又は(b)による措置をとった圧接部は，11.10(a)による外観試験及び11.10(b)(1)ｔ ｔ 　　を行っていない者とする。　　　　できる。
D13 D13 　　③による超音波探傷試験を行う。ｔ図８．７　スラブ開口部の補強配筋 ｔ 　　(9) 溶接金網の余長は１格子以上とし，突出しは10ｍｍ以上とする。 (d) (a)から(c)まで以外は，「標仕」1.5.3による。配筋図

2－D13D13 (d) 不合格圧接部への措置をとった後，その記録を整理し，監督職員に提出する。　 (10) 溶接金網の貫通孔部分には，鉄筋1-13Φのリング筋を取り付ける。なお，リン
11.4　　１．スラブ開口によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し，隅角部に 　　　　グ筋は，溶接金網に４箇所以上溶接する。

圧接後の圧接部の品質は，次による。圧接部の品質　　　　斜め方向に２－Ｄ13（ ＝2L ）シングルを上下筋の内側に配筋する。l 1 　 (11) 溶接金網の割付け始点は，横筋ではあばら筋の下側とし，縦筋では貫通孔の中
(a) 圧接部のふくらみの直径は，鉄筋径（径の異なる場合は細い方の鉄筋径）の1.4倍以　　２．スラブ開口の最大径が両方向の配筋間隔以下で，鉄筋を緩やかに曲げる 　　　　心とする。 　　上であること。　　　　ことにより，開口部を避けて配筋できる場合は，補強を省略することが
(b) 圧接部のふくらみの長さは，鉄筋径の1.1倍以上とし，その形状がなだらかであるこ　　　　できる。
　　と。　　３．スラブ開口の最大径が700㎜以下の場合に限る。
(c) 圧接部のふくらみにおける圧接面のずれは，鉄筋径の1/4以下であること。
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重ね継手SD295A

cm1518 N/mm

施工区分

施工区分
D19以上D25以下

D16以下

2. コンクリ－トの設計基準強度

鉄筋3.

土間コン下

地中梁・基礎
１階構造スラブ

捨てコン

基礎下

2
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施工区分
柱

鉄骨4.

材種 ボルト
-
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※特記なき場合下記による

・地中梁天は、GL-200 とする。

※特記なき場合下記による

・ J  は、ジョイント位置を示す。

・　　　　　は、梁上増打を示す。

帯筋と同径同間隔

腹筋D13@450以下

・H≦500　かつ　B≦750
補強主筋　　D19@300以下

Ｂ

Ｈ
3
5
d

補強筋はフープ・スターラップの
内側に入れるのが望ましい。

基礎梁増打要領

・特記無きHTB材質はS10Tとする。

・GPL鉄骨材質は SN400B とする。

・特記無き鉄骨材質 SN400Bとする。

・特記無きHTB材質はF8Tとする。
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・ S101　天端は、GL-30 とする
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